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石川県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例(平成17年石川県条例第8号)第6条の規定に基づき、石川県

の人事行政の運営等の状況について次のとおり公表する。

平成30年9月28日

石川県知事 谷 本 正 憲

I 人事行政の運営の状況

知事部局、教育委員会、警察本部などの各任命権者からの報告に基づき平成29年度の人事行政の運営の状況を公

表 します。一部、平成30年 4月 1日現在の状況を公表します。

1 職員数及び職員の任免に関する状況

木県では、より簡素で効率的・機動的な執行体制の構築を図る観点、から定員管理に取り組んできたところであり、

平成15年度から平成27年度までの問、様々な取組を行ってきた結果、累計約700人を削減し、知事部局職員数を約

半世紀前(昭和38年)の水準以下にまでスリム化を図りました。

今後とも、 「行政経営プログラムJ(平成27年 3月策定)に基づき、業務のあり方を不断に見直すことにより、組

織や事務事業のスクラップ・アンド・ビルドを徹底し、適正な定員管理を行います。

(1) 職員数の状況

平成30年度及び平成29年度における職員数の状況は次のとおりです。

(各年 4月 1日現在)

訂?と1月哉 員 数 対前年
主な 増減理 由

平成30年 平成29年 増減数
人 人 人

新県立図書館整備、オリンピック・パラリンピッ
総務・企画等 823 793 30 

ク業務等

般行岐部門

保健・福 祉 691 696 企 5 国民健康保険事業の部門変更等

尚 工 ・労 働 324 314 10 観光誘客推進業務等

農 水 ・土木 1，466 1，451 15 金沢港整備業務等

計 3， 304 3，254 50 

特政 教育部門 8，889 8，973 .A. 84 学級数減等

別部 警察 部門 2， 333 2， 336 .A. 3 欠員等

行門 計 11，222 11， 309 .A. 87 

公等賞量会吾剖門
病院 1， 158 1， 148 10 訪問看護業務等

その他 76 71 5 国民健康保険事業の部門変更等

ノl、計 1，234 1，219 15 

15， 760 15， 782 企 22
i仁LI 言十

[16， 798J [16， 881J [企 83J
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(注)1 職員数は、一般職に属する職員数です。

2 ]内は、条例定数の合計です。

(2) 年齢別職員構成の状況(平成30年4月 1日現在)
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20歳未満 20歳23歳~ 24歳27歳~ 28歳31歳~ 32歳35歳~ 36歳39歳~ 40歳43歳~ 44歳47歳~ 48歳51歳~ 52歳55歳~ 56歳59歳~ 60歳以上

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
区分 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

職員数 58 703 1， 593 1， 678 1，554 1，434 1，266 1，290 1，482 2，015 2， 229 458 15， 760 

% % % % % % % % % % % % % 

構成比 O. 4 4. 5 10. 1 10. 6 9.9 9. 1 8. 0 8.2 9.4 12.8 14. 1 2. 9 100. 0 

(3) 職員数の推移
(単位 人)

品「ヱ竺 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 過去 5年間の増減数(率)

般 行 政 3，209 3， 195 3， 170 3， 183 3，254 3， 304 95 3.0%) 

教 コ同k 9， 198 9， 180 9，114 9，061 8，973 8，889 企 309 (企 3.4%)

警 察 2，285 2， 287 2， 304 2，316 2， 336 2， 333 48 2.1%) 

普 通 会 計計 14，692 14，662 14，588 14，560 14，563 14，526 企 166 (企 1.1 %) 

公営企業等会計計 1， 116 1， 134 1， 183 1， 192 1，219 1， 234 118 ( 10.6%) 土，~公U iロ〉、 量ロt 15，808 15，796 15， 771 15，752 15， 782 15，760 企 48 (企 0.3%)

(注) 各年における定員管理調査において報告 した部門別職員数です。

(4) 職員の任免の状況

平成29年度における職員の任免の状況は、次のとお りです。

一一 一一一一 知 事 部 局 等 教育委員会 警察本部

昇 イ王 476 
件

274 
件

162 
件

百日 置 換 953 1，434 949 

採 用 281 569 113 

退 職 154 471 100 

言十 1，864 2，748 1， 324 

(注) 「知事部局等」には、知事部局、議会事務局、監査委員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局及び

海区漁業調整委員会事務局を含みます (以下同じ。)。
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2 職員の人事評価の状況

地方公務員法 (昭和25年法律第261号)第23条の 2第 1項の規定に基づき、能力の実証に基づいた人事管理体制

を確立し、公務の能率的な運営を図るため、職員の人事評価を行っています。

また、職員の能力や勤務実績等を総合的に評価することを通じて配置換えや昇任等を行い、適材適所の人事配置

を図っています。

3 職員の給与の状況

地方公務員法では、職員の給与を決める際には、次の原則によることとされています。

Oその職務と責任に応じたものとすること。

0生計費を考慮すること。

0国や他の都道府県の職員とのつり合いがとれていること。

0民間企業に勤める人の給与とのつり合い、その他の事情を考慮すること。

具体的には、県内民間企業の給与の実態や生計費などの調査に基づく人事委員会勧告を踏まえ、県議会の審議を

経て条例で定めています。

(1) 人件費の状況(普通会計決算見込)

千円| 千円

790，067 I 132，091，463 

(参考)
平成28年度の人件費率
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(2) 職員給与費の状況(普通会計決算見込)

職員数 ま合 与 費
区分

A 高合 料 職員手当 期末・勤勉手当 言十 B 

2平9年成度
人 千円 千円 千円 千円

14，563 60， 700， 786 10，282，986 23，905，549 94，889，321 

(参考)一人 (参考)

当たりB給/与A費 平成28年度の都道府県
平均一人当たり給与費

千円 千円

6，516 7， 171 

(注)1 職員手当には退職手当を含んで、いません。

2 職員数は、平成29年4月 1日現在の人数です。

3 給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいませ

ん。

(3) ラスパイレス指数の状況
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(注) ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数

(構成)を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)適用職員の俸給月額を

100として計算した指数です。
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(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

一般職の給与については、給与制度の総合的見直しを次のとおり実施(平成27年 4月 1日から実施)

-行政職については給料表の水準を平均 2%引き下げるとともに、40歳台や50歳台前半層の昇給機会の確保の

観点から 5級及び6級について 8号給の増設

・行政職給料表以外の給料表(医療職給料表(一)を除く 。)についても、所要の改定

-再任用職員の給料月額については、再任用職員以外の職員の給料月額の改定に準じた改定

・経過措置(現給保障) 平成27年4月 1日から平成30年 3月31日

-地域手当は、県内の支給地域である金沢市及び内灘町について、級地区分は 6級地から 7級地としたが、支

給割合は変更なし。

-給料等の1.5%の減額支給措置の廃止(平成30年 3月31日)

・管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、固と同様に見直しを実施

(5) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成30年 4月 1日現在)

ア 一般行政職

区分 平均年齢

石川県 41. 8歳

平均給料月額

318，815円

平均給与月額

401，095円

平均給与月額(国比較ベース)

350， 736円

イ 技能労務職

区 分 平均年齢 職員数

石 ) 11 県 54. 3 
歳

183 
人

うち用務員 56. 7 7 

うち自動車運転手 53. 2 73 

つ ち 守 衛 55. 3 2 

うち電話交換手 62. 1 3 

うち 学校給食員 53. 7 7 

ウ 高等(特別支援 ・専修 ・各種)学校教育職

区 分 平均年齢

石 川 県 45.4歳

エ 小・中学校(幼稚園)教育職

区 分

石 川 県

オ警察職

区分

石川県

平均年齢

43. 0歳

平均年齢 平均給料月額

37.6歳 306， 534円

平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

(国比較ベース)

311，916 円

320，657 

312，888 

336，900 

253， 733 

300，600 

平均給料月額

377， 163円

平均給料月額

357， 566円

平均給与月額

410，916円

348，208 
円

325，928 円

341，088 329， 338 

354，875 328，927 

373， 127 361，427 

284，011 257，823 

318， 778 308，749 

平均給与月額

424，103円

平均給与月額

395， 131円

平均給与月額(国比較ベース)

335，311円

(注)1 I平均給料月額」とは、平成30年4月 1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

2 I平均給与月額j とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当等の

全ての諸手当の額を合計したものです。

また、 「平均給与月額(国比較ベース)Jは、 比較のため、国家公務員と同じベース(=時間外勤務手当等

を除いたもの)で算出しています。
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(6) 職員の初任給の状況(平成30年 4月 1日現在)

区 分 石 } 11 県 国

般行 政職
大学卒 179，200 

両 校 卒

円

147，100 

179，200 円

147， 100 

技能 労務 職
高 校 卒

中学卒

144，500 

128，900 

高等学校教育職
大学 卒

両 校 卒

200，600 

156，300 

小・ 中学校教育職
大学 卒

高 校 卒

200，600 

156，300 

警 察
大学 卒

職
高 校 卒

205，200 

169，500 

205，200 

169， 500 

(7) 職員の経験年数別・ 学歴別平均給料月 額の状況(平成30年4月1日現在)

区 分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大学卒 266，894円 364， 331円 384，547円 397， 569円

高校卒 224，271 321， 585 351，814 373， 230 

技能労務職
高校卒 (該当者なし) 280，950 310，600 314，217 

中学卒 (該当者なし) (該当者な し) (該当者な し) 312， 100 

高 等学 校 大学卒 316，384 400，993 423， 777 434，871 

教育 職 高校卒 一 (該当者なし) 一 (該当者な し) 一 (該当者な し) 425， 568 

小・ 中学校 大学卒 315，357 392， 149 414，050 422，176 

教育 職 高校卒 一 (該当者なし) 一 (該当者な し) 一 (該当者な し) 一 (該当者なし)

警察 職
大学卒 274，397 392， 332 414，900 418，373 

高校卒 249，242 367，950 403， 300 408，824 

(8) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況(平成30年 4月 1日現在)

職務
基準 と な る 職 務 職員数 構成比

1号給の 最両号給の
の級 給料月額 給 料 月 額

9級 本庁の部長又は局長 15人 0.42 % 459，300円 528，800円

8級 困難な業務を行う本庁の部次長又は局次長 7 O. 19 408，800 469， 600 

7級
本庁の部次長又は局次長、本庁の困難な業務を行 う

46 1. 28 363，000 445，800 
課長

6級 本庁の課長又は担当課長 232 6.43 318，500 410，900 

5級 課参事、課長補佐、困難な業務を行う主幹 981 27. 21 288，000 393， 600 

4級 主幹、困難な業務を行う専門員又は主査 696 19.31 262，000 381，600 

3級 専門員又は主査、主任主事又は主任技師 701 19.44 228，900 350，400 

2級 主事 ・技師 496 13.76 192，700 304，400 

1級 主事 ・技師 431 11. 96 142，600 247，300 

(注)1 石川県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

2 基準となる職務 とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
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10 
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平成30年の構成比

(9) 昇給への人事評価の活用状況

平成29年 4月 2日から平成30年
4月 1日までにおける運用

イ 人事評価を活用している

石川 県公 報

094級2%-081級7% 

176級3% 

204.7級9% 

203.7級1% 

112.6級4% 

111.8級2% 

1年前の構成比

管 理 職員

。

9級 8級
0.68%-0.03% 

7級
1. 83% 

4級
20.55% 

3級
20.69% 

2級
12.48% 

1級
10.24% 

号

5年前の構成比

9級
0.55% 

一 般職員

。

外

活用している昇給区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分

上位、標準、下位の区分 。 。 。 。
上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ(一律)

--------------- ---------------ロ 人事評価を活用していない

活用予定時期

(附 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

石 ) 11 県 国

1人当たり平均支給額 (平成29年度) 1， 656千円

(平成29年度支給割合) (平成29年度支給割合)

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1. 80 月分 2. 60 月分 1. 80 月分

(1. 45) 月分 (0.85)月分 (1. 45)月分 (0. 85) 月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

-役職加算 5~20% -役職加算 5~20% 
-管理職加算 15~25% -管理職加算 1O~25% 

(注) ()内は、再任用職員に係る支給割合です。
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0勤勉手当への人事評価の活用状況(一般行政職)

平成29年度中における運用 管理 職員 一 般職員

イ 人事評価を活用している 。 。
活用している成績率

支給可能な 支給実績績が 支給可能な 支給実績績が
成績率 ある成率 成績率 ある成率

上位、標準、下位の成績率 。 。 。 。
上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ(一律)

----------- -----------ロ 人事評価を活用していない

活用予定時期

イ 退職手当(平成30年 4月 1日現在)

石 J 11 県 国

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 19.6695月分 24. 586875月分 勤続20年 19.6695月分 24. 586875月分

勤続25年 28. 0395月分 33. 27075月分 勤続25年 28. 0395月分 33.27075月分

勤続35年 39. 7575月分 47.709月分 勤続35年 39. 7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

1人当たり平均支給額 10，609千円 22，240千円

(注) 退職手当の 1人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当(平成30年 4月 1日現在)

支給実績(平成29年度決算見込) 1， 094， 960千円

支給職員 1人当たり平均支給年額(平成29年度決算見込) 132， 739 円

支給対象 地 域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率)

東京都特別 区 20 % 31 人 20 % 

大 阪 市 16 5 16 

名 古 屋 市 15 。 15 

金 沢 市 3 7，910 3 

内 灘 町 3 190 3 

医師 及び歯科 医師 16 162 16 

上記以外の市町 。 7，414 。
平均支給率 1. 76 1. 76 

地域手当補正後ラスパイレス指数 100.2 

(ラスパイレス指数) (100.2) 

(注)1 I国の制度(支給率)Jの欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加

重平均の支給率です。

2 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与

水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。 (補正前のラスパイレス

指数X (1 +当該団体の地域手当支給率))/(1+国の指定基準に基づく地域手当支給率)により算出し

ています。)
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エ 特殊勤務手当(平成30年 4月 1日現在)

支給実績 (平成29年度決算見込) 805，408千円

支給職員 1人当たり平均支給年額 (平成29年度決算見込) 141，449 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 (平成29年度見込) 42. 0 % 

手当の種類 (手当数) 42 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 (決平支成算給29実見年績度込) 
左記職員に対する

支 nJ4 口 単 価

主として県税の賦課及び徴収
給料表の級により

県税の賦課、徴収業 等
月額 5，000円 ~

県税事務手当 23， 040千円 20，000円
務に従事する職員

従そ事の他す職る都員度(賦)課徴収業務に 日額 750円

消防訓練業務手当
消防学校に勤務する 消防訓練業務(実技訓練に限

日額 550円
職員 る。)

保健福祉センター、
月額時日9補，額8助00円こころの健康センター

社会福祉業務の現業 (随 する職員
等の社会福祉主事、
身体障害者福祉司等

300円

社会福祉業務手当 9， 072千円 月額 9，800円

児童相談所等に勤務
(医療職給料表(三)

する児童福祉司及び 児童の一時保護業務
適用者

保育上等 随月時額日補額助4，900円)
( する職員

300円

務家畜保健衛生所に勤
月額 20，000円

家当畜保健衛生業務手 する獣医師
家畜保健衛生業務 (管理職手当受給者

5，016千円 月額 12，000円)

家勤務畜保健衛生所等に 種雄牛 ・豚の精液採取等のた
する職員 め、種雄牛 ・豚を御する作業

日額 230円

感染症予防法に規、看定護する感染
症患者等の救護 等の作畜畜

感染症防疫等作業手 保健所、家営病畜保健衛 業、付着物の処理作業、家家 日額 230 円 ~300円
生所務、県 院等に 伝伝染病予防畜法に疫規作定す業る 69千円

当
勤する職員 染病患の病

狂犬病予防法等に規定する抑
日額 800円

留 ・捕獲等の作業

保健所、病院、保健

務環境すセンタ一等に勤 専ら臨床検査業務又は衛生検
月額 7，000円

る臨床検査技師 査業務
又は衛生検査技師

衛生検査業務等手当 病院に務勤務し、臨床
1， 055千円

検査査務業 又は衛生職検 死体解剖の補助作業 H本 3，500円
業に従事する

員

保健健師所に勤務する保 HIV抗体検査の採血業務 日額 230円

老人病棟等看護業務 高松病院に勤務する
老人病棟又は重症心身障害者

手当 職員
病棟において行う看護、生活 月額 5，000円
指導等

中央病院又はりハビ
リテーションセンター 月額 摩7，000円

機能訓練業務手当 に勤務業する理学療法 機能訓練業務
(あんマッサージ

士作療 法士、あ 指圧師
ん摩マッサージ指圧 月額 5，000円)
師等
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病院、保健所放射等に勤
月額管 給料の 8/100

務師する診療 線技 エックス線その他射の放射線業を
( 理職手当受給者

及び診療エックス 人体に対して照する作
5/100) 

放射線業務手当 線技師等 215千円 (保健所等職員
日額 1，400円)

工業試験場に勤務す エックス線照射による試験研
日額 230円

る職員 究業務

本庁健康健所福祉、部、 病
院、保 リハビ

月額
診療業務手当 リテーションセンター 診療又は医学的判定事務 11，310千円

等に勤務する医師、
50， 000円 ~70 ， 000円

歯科医師

結核患者の診療、看護、病原
看護師

結核患者等接触業務 務病院、保健所等に勤
菌検接査等結核患者文は結核菌 51千円

日額 220円
手当 する職員

に触する業務
医師等

日額 180円

病院に勤務する看護 深夜(午後10時後翌日午前 5/ 
深夜の勤務時間によ

夜間看護等業務手当
師等 時前)業務

り1回2 ， 000円 ~6 ， 800円
分べん業務手当 病院に勤務する医師 分ベん業務 1， 140千円 1回 10，000円

保健所等に勤務する 精神障害者の鑑定の立会い又
日額 300円

精神保健福祉活動業 職員 は護送の業務

務手当 保健師所等に勤務する保
81千円

健等
在宅精神病患者の訪問指導 日額 230円

農林総合研究センタ
毒物及び劇物取締法に規定す

有毒薬物等取扱作業
一、県営病院等に勤

る毒物又は劇物を使用して行
1，601千円 日額 230円

手当
務する職員

う化学的試験研究、病害虫防
除、滅菌又は調剤の作業等

月額給料の10/100
産業技術専門校又は (管理職手当受給者

職業訓練業務手当 障害者職務業能力開発 職業訓練業務及び随時補助 11，609千円 4/100) 
校に勤する職員 (随時日補額助する職員) 

230円

水産務総合センタ一等 潜水深度により
潜水作業手当 に勤する職員又は 潜水作業 4千円 1時間

警察職員 310円 ~1 ， 500円
漁業調締査指導船察、漁、

漁締労若りしくはその指導、漁業業持、労指導等作業手当 業 取 船 又は 警 警員 取 又は海上警備等の作
754千円 日額 300円

備艇に乗船する職

土地の取得等に係る施現行地にお
ける交渉又は事補業償の によ

用地取得等交渉業務 用地取得の業務に従
り生ずる損失の に係る現

日額 1，000円
手当 事する職員 地におけ交るの交渉業渉に務該(で土当知す地事のる取得

3， 377千円
(深夜 1，500円)

等に係る もの
を除く。) が定
めるもの

地上又は水上 5m以上の足場
の不安定な箇所、 40度以上の
急傾斜で高低差10m以上の箇
所等の特殊現場における調査、
測量等の作業、 トンネルの坑
内でトンネル掘り作業に聞す
る調査、測量、監督又は検査
の作業、工事現場において爆
発物を取り若扱う作業、土砂の
崩落、雪崩 しくは落石の危
険が現存する箇所又は防護措
置をしてもなおそのおそれの

ある箇所における測量、交調通査を、
監督文は検査の作業、
遮断することなく行う道路の

土消木防部保、安農課林等水に産勤部務、
測持量補、調修査業、監督、検査又は

特殊現場作業手当
維 作、火薬類や高圧

2， 587千円
日額

する職員 保ガ安ス検の査製、造立施入設検又査は等火の薬作庫業の、
200円 ~1 ， 080円
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ダム本体内で行う点検作業、
ダ、除ム湖去の水面上で行う流木等
の 作業又は堆積寒土砂等の
調査作業等道、積路雪 冷特別地
域における 交通の確保に

関す除る特別措置法において行

除う 雪作業及業で午、除雪車による
雪作 び後5時後翌日

午前 6時前業雪警、における作業、暴
風雪、大 報豪重発令下での排自
雪等の作 、 雨等異常な
然現象により 大な災害が発
生するおそれのある公共土木

施設業における巡回監視、応急
作等

内水面増殖水魚作業(水中におい

特殊現場務作職業手当
水産総合センターに て行う淡 の選別又は取揚
勤務する技能労務職 げ、採卵等の作業) (10月 1 56千円 日額 300円

(技能労 員)
員 日から 3月31日までの期間に

限る。)

港湾事務務所又は土木 船舶に乗り込み行う 、港湾の
港湾管理等業務手当 総合事 所に勤務す 63千円 日額 230円

る職員
区域内の管理又は監督の業務

航空業務手当
航空機に搭乗する職 操縦業務、捜索救難、災害発

4，081千円
搭乗 1時間

員 生状況等の調査等 1 ， 900円~5 ， 100円
捜査等作業手当 警察職員 犯罪の予逮防若捕しくは捜査又は

被疑者の の作業
40，848千円 日額 560円

指紋、手口若しくは写真を利
犯罪現業場に臨場して
の作

犯罪鑑識業務手当 警察職員 用し、又は理化学等の知識を 1，491千円 日額 560円
利用する犯罪鑑識作業 その他

日額 280円

交通捜査取締業務手
警察職員 道路上における締交通事件事故業 15，842千円

日額
当 の捜査、交通取 り等の作 250円~ 1 ， 260円

災害対策本部、石油コンビナー

又災ト等害は現の災地害う防ち救災暴助本風法部、が豪が適設雨用置、さ豪されれ雪た、、
業務内容により

遭難救助等作業手当 警察職員
洪水 地震 津波事、火山爆災発害

17千円 日額

又は大規模な火 による
640円 ~1 ， 680円

が発生した場合における遭難
者等の捜索救助等の作業

東京電力福島第一原子力発電 業務内容により

遭対(処難東す救日る本助た等大め震作の業災特等手例当に) 

所及び特定原子力事業所周辺 日額

警察職員 での作業 1， 577千円 660円 ~40 ， 000円
遭難救助等作業手当の一部加 業務内容により
算 日額 840円

留置施設者又は保守護業室等におけ
看守業務手当 警察職員 る収容 作の看業 務、被疑者 5，472千円 日額 270円

等の護送

人の死体の検視又は見分等の 1体

死体取扱作業手当 警察職員
作業

21，574千円
1，600円又は3，200円

人の死体の解剖の補助文は立
会作業

1体 3，200円

無線警ら車による警
ら

警ら業務手当 警察職員 警ら又は巡回連絡等の作業 47，241千円 日額 420円
その他
日額 340円

察交替制勤務を行う警
深夜 (午後10時後翌日午前 5 勤務務時間により

夜間特殊業務手当 時前) において行う警ら等の 72， 528千円 勤 1回
職員

業務 4 10円~ 1 ， 100円
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処理 1件あたり

爆発物、 特殊危険物質作等に対
5，200円

爆発物等処理作業手
警察職員 して行う識別、 認定業、搬

特殊危険物質による
当

送解体作業等
被害の危険区域内作
業
日額 250円

核原務料物質輸送警備
核原追料物質を輸送する車両等

警察職員 に 従警 し業、又は先導して行 う 日額 640円
業手当

輸送備務

突ずfて、発的に発生した捜査業務、
通取締業務等に従事するた

め、正規時の勤務時急間に引き続

緊急呼出捜査等業務 警部警察以下の警察警官又 かない 聞に、緊の呼出し
は 官以外の察 を受けて勤務する ことを命ぜ 1， 740千円 1回 1，240円

手当
職員 られた場合で 従事した時時間

帯の一部午又は全部前が午後 9

後翌日 前 5時 の間である
とき

国外犯罪捜査情報収
犯罪捜査のため、 日本国外の

集業務手当
警察職員 著しく危険な地域において行 日額 1， 100円

う情報収集業務

天皇若しくは皇族の身辺警衛
日額

身辺警衛等業務手当 警察職員 又は警内護閣総理大臣、国賓等の 230千円
身辺 の業務

640円又はじ150円

銃器犯罪捜査等業務 防弾装備を着装し、武逮器捕を携 業務内容により
警察職員 帯して行われる犯人 等の

手当
業務

日額 820~ 1 ， 640円
小学校又は中学校の 2以上の

3業以上の指学年導編成の
授又は

多学年学級担当手当 教育職員 学年の児童又は生徒当で編成さ
1，954 i円

日額 350円

れている学業級又を担 し、当該 2の指学年導編成の授業
学級の授 は指導に従事 又は

日額 290円

全日制課程教若育しくは昼間制の定時制課程の勤務務を本
務とする 職員が夜間制の定時制課程の務勤 を行

特殊授業手当 教のう場育勤職務合又は夜間制の定時制課程の勤務を本 とする 372千円 1時間 1，000円
員が全日制A課程若しくは昼間制の定時制課程
を行う場

学校の管理下において行う非
常災害時における児童又は生 日額

徒の保護又は主緊マ究刀 急の防災若し 7，500円又は8，000円
くは復旧の業等

修学旅行等において児童又は

教育職給料表(一) 生徒を引率して行 う指導業務 日額 5， 100円

又は (二)育職の適員用を
で泊を伴 うもの

教員特殊業務手当 受ける教 耳の断う主 対外運動競技等において児童 432， 998千円
ち、その属する 又は生徒を引率して行 う指導

日額 5， 100円の級が 3級、2級又 業務で泊を伴うもの又は週休
は 1級である者 目、休日等に行うもの

学校の管理下において行う部
活動における務児童又は生徒に
対する指導業 で勤、務週休日 、 日額 3，600円
休日等又は正規の 時聞が
4時間以内の日に行うもの

教育職員の絡うち整、教務そ導の他助の教育に関する業務に

ついての連 調 及び噛 言教のて職教育に員委育当たる主任等で、
教当育業務連絡指導手 その職務が困難であるとして 員会が定める業

86， 342千円 日額 200円
務に従事する職員及びこれら との権コZミ』 衡上必要
があると認められるものとし 委員が定める
職員
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オ時間外 勤務手当

支給実績(平成29年度決算見込) 2， 193， 636千円

職員 1人当たり平均支給年額(平成29年度決算見込) 385千円

支給実績(平成28年度決算) 2，172，528千円

職員 1人当た り平均支給年額 (平成28年度決算) 386千円

カ その他の手当(平成30年4月 1日現在)

国の 支給実績
支給 職 員
1人当たり

手当名 内容及び支給単価 制度と 国の制度と異なる内容

は官官自
平均支給年額

の異同 (Z官官5)
0扶養親族のある職員支に対し
て下記の区分により 給
-配偶者 6，500円

扶養手当
-子 10，000円

同じ 1， 359， 288千円 240， 795円
-父母等 6度，500円
-満16歳度の年 始めから満22
歳の年末までの子

1人5，000円加算

C場ムロー・ 家家家合昔寧貰等居住者 場0A口ー・ 家家借家合家貰等居住者
が月額22，000円以下の が月額23，000円以下の

賃賃-10，000 円 賃賃-12，000 円

住居手当
が月額22，000円超の場

異なる
が月額23，000円超の場

813，046千円 329， 168円

(家賃 22/ ，O00円)
x 1/ 2 + 12，000円

(家賃 23/ ，O00円)
x 1/ 2 + 11，000円

(最高支給限度額 (最高支給限度額
28， 000円) 27， 000円)

C負空担運(最通賃し1高機箇相て支月関い当給額をる当限利職たが度用員6りO額の，しO6運支O01 D 賃等を

0交通機関を利用し運賃等を

負ア担運(最賃し1高箇相て支月い当給額る当限職たが度5員り5額，の。5王。5。1 給額
ア 給額

0円0以0円内) 0円0以0円内) 

全額支給 全額支給
-運賃相当額が60，000円超 -運賃相当額が55，000円超

60， 000円 55， 000円
イ 支給方法

支給単の位最期間に応 じ支給支単
位期間 初の月の給料給
日に一括して支給

通勤手当
(支給券単的位かを期間)

異なる 1，319，483千円 109，464円
-定期済 使用することが最
も経 つ合理的な場合
定期度券の最長通用期間 (6箇
月限 )に相当する期間

-回数最乗も車券済等的を使用するこ
とが 経箇 かっ合理的な
場合 1 月間
0交通用具等を使用している 0交通用具等を使用している

職員距離に応じて支給 職員距離に応じて支給

1箇月 1箇月2 ， 200 円 ~51 ， 100円 2 ， 000 円 ~31 ， 600円
0管理又は監督の地位にある
職員について、その特殊性に
基づいて支給

管理職 -支給額
給料表の別に、職務の級及 同じ 936， 120千円 664，386円

手 当 び区分に応 じて、
2職5， 000 円 ~137 ， 700円

再任 用員16 ， 800 円 ~115， 900円
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0専門知識を必要とし、かつ、
採用による欠員の補充が困難

な職員師に支給
(医 ・歯科医師)
採用後35年以内の期間、採

用から 1年経過ごとにその額
を減じて支給

-支務給額
初任給 勤する地域、採用からの

獣医師を支給対象としている 60，227千円 1，942，806円年数に応じて 異なる
調整手当 月額

414， 300円 ~ 1 7 ， 300円
(獣医師)
採用後15年以内の期間、採

用から 1年支経給過ごとにその額
を減支じて

給額
採用からの年数に応じて
月額 30 ， 400円 ~5， 200円

0離島その他の生活の著しく
不便な地に所在する公署に勤
務する職員に支給

特地勤務
-支給額
給料及び扶養手当の合計額

同じ 7，676千円 304，040円
手 当 に勤務級給害す地IJ る地域の級地に応じ

た支 合を乗じて得地た額% 
1 *&:t-ls4 %、2級 8

3級地12%、4級地16%、5

級地20%、6級地25%

0離島その他所の生活の校著しく
不便な地に在す る学等に
勤務する教員及び職員に支給
-支給額

へき 地 給料及び扶養手当の合計額
23，226千円 374，613円

手 当 に勤支務給割する地域の級地に応じ
た 合を乗じて得た額

準ずる地域4%、 1級地8

%、 2級地12%、3級地16%、
4級地20%、5級地25%

0休日における正規の勤務時

休日勤務
間内に勤務を命ぜられた職員時
の勤務した時間に対して

同じ 368，231千円 409，146円
手当 間外勤務手当と同様の計算に

より支給
-割増率 135/100 

0深佼(午後10時後務翌日午前

夜間勤務
5時)に正規の勤時間とし
て勤務をした時間について

同じ 134， 749千円 185，095円
手当 時間外勤務手当と同様の計算

により支給
-割増率 25/100 

0正規の勤務時間以外の時問、
休日及び特別休暇日において、
本来の勤務に従事しないで行

う庁舎、設備、備品絡、書類等書
宿日直 の保全、外部との連 、文

342，833千円 290，044円の収受及び庁内の監視等を目 同じ
手当 的とする宿日直勤務を命ぜら

れた職員に支給
-勤務施設、用務内容及び勤
務時間に応 じて

1回2，100円 ~30 ， 000円
0毎年11月から翌年3月まで

寒冷 地
の各月在の初勤 日において寒冷地
域等に する職員に支給

同じ 2，421千円 11，474円
手 当 -職員の世帯等の状況に応じ

て
月額7，36 0円~ 1 7 ， 800円
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定時 制育
0高等務学校の定時制・通信制レ/~~ 通信教
に勤する教育職員に支給

38，849千円 321，066円
手当

-給料月額の 6~7%
(管理職手当受給者は 5%)

0実習を伴船 う農業、水産 工
業又は商 に係る産業教育に

産業教育 従実事する高等学校の教員及び

手当
習助手に支給 53， 798千円 336，238円-給料月額の 6~7%
(定時制通信教給者育手当

受は4%)

農林漁業
及0(普農指及業導指、事導林業員業)に及従にび支事、水給す産る業職の普員

普 及 -行政職給料表の職務の級に 19，527千円 229， 729円

指導手当
応じて

月(管額理16職，0手00当円受~ホ20， 000円
給者を除く。)

義務教育
0小中学校、 高等務学校及び特

ド別支援支学校に勤 する教育職
等教 員 員に給 554， 302千円 68，096円

特別手当 -職務の級及び号給に応じて月額2， 000~8， 000円
0公署を移異にするや異動等によ
り住居を 転し、 むを得な
い事情により配偶者と別居す
ることとなった職員で、異動
等の前の住居から通勤する こ

単身赴任 とが単困難身と認められる者の常う

手当
ち、 で生活することを 同じ 91， 337千円 395，398円
況とする職員に支給

-月額3O員5のO円叩，の距O~回0住離07)居円0，に(0左交0応配0通円偶じ距加て者離算月の) 1 

( 職住
居と 00 ~2 額
8， 000 I-Y ~70 ， 

0管理職手当を支給されてい

る職員が、 (1)臨務時又は緊営急の
必要その 他の公の運 の必
要により、週休日又は祝日法

による休日若しくは年末、(年2)始災

管理職員
の休日に勤務した場合
害への対処その他臨時又は緊

特別勤務 急、の必要により週休日等以外 同じ 19，689千円 13，974円

手 当
の日の午前 O時から午前 5時
までの聞に勤務した場合に支
五合
-管理職手当支給区分及び勤

務時務間に応じて
勤 1回あたり3 ， 000 円 ~18， 000円

0災害応急対策若しくは災害

復旧又は復内興計画の作成等の
ため、県 に派遣され、住居

災害派遣 を離支れその地に滞在する職員
lこ給 同じ

手当 -滞在期間及び滞在施設に応
じて

1日につき3 ， 970 円 ~6， 620円
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0武力攻撃事態等における国

民の保護のための措置遣滞在をさ実施

武力攻撃
するため、県内に派 れ、
住居を離支れその地に する

災害等 職員滞在に 給 同じ

派遣手当
期間及び滞在施設に応

じて
1日につき3 ， 970 円 ~6， 620円

新型 事0新態型インフルエンザ等緊急
措置遣を実施するため、県

インフル 内に派 され、住居を離れそ

エンザ等 の地に滞在する職員在に支給
-滞在期間及び滞施設に応

同じ

緊急事態 じて

派遣手当
1日につき3 ， 970 円 ~6， 620円

(11) 特別職の報酬等の状況(平成30年4月 1日現在)

区 分 車合 キヰ 月 額 等

車合 知 事 1， 300， 000円

料 高IJ 知 事 1， 020， 000円

報
議 長 910， 000円

高IJ 議 長 860， 000円
酬

議 員 780， 000円

知 事
(平成29年度支給割合)期

高IJ 知 事
3. 30月分

末
議 長

手

当
高IJ 議 長 (平成29年度支給割合) 3. 30月分

議 員

(算定方式) ( 1期の手当額) (支給時期)

職退手当 知 事 130万円×在職月数X50/100 31，200，000円 任期毎

高IJ 知 事 102万円×在職月数X36/100 17，625，600円 任期毎

(注) 退職手当の 11期の手当額」は、 4月 1日現在の給料月額及び支給率に基づき、 1期 (4年=48月)勤めた

場合における退職手当の見込額です。

4 公営企業職員の状況

水道用水供給事業

(1) 職員給与費の状況

決算(見込)

区分
総費用 純損益又は 職員給与費

A 実質 収 支 B 

千円 千円 千円

平成29年度 5，512，927 267，580 436，442 

職員数 JnA ロ 与 費
灰分

A nJA 口 料 職員手当 期末・勤勉手当 言十 B 

2平9年成度
人 千円 千円 千円 千円

58 214，053 44，819 79，272 338，144 

(注)1 職員手当には退職給付費を含んでいません。

2 職員数は、平成30年 3月31日現在の人数です。

総費用に占める
職員給与費比率

B/A  

% 

7.9 

一人当たり給与費

B/A  

千円

5，830 

(参考)

平占成28年度の総費費用に
める職員給与 比半

% 

8. 3 

(参考)
平成28年度の都道府県
平均一人当た り給与費

千円

6，929 
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(2) 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況(平成30年 4月 1日現在)

区

石 ) 11 

分

県

平均年齢

47. 1歳

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。

(3) 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

基本給

342，000円

石 ) 11 県 一 般 行政 職 団 体

号 外

平均月収額

534，397円

平 均

1人当たり平均支給額(平成29年度) 1人当たり平均支給額(平成29年度) 1人当たり平均支給額(平成28年度)

1，367千円 1， 566千円 1，624千円

(平成29年度支給割合) (平成29年度支給割合)

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2. 60月分 1. 80月分 2.60月分 1. 80月分

(1. 45)月分 (0. 85)月分 (1. 45)月分 (0.85)月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加 職制上の段階、職務の級等による加

算措置 算措置

-役職加算 5~20% -役職加算 5~20% 
-管理職加算 15~25% -管理職加算 15~25% 

(注) ()内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当(平成30年 4月 1日現在)

石 ) 11 県 一 般 行政 職 団体 平均

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 19.6695月分 24. 586875月分 勤続20年 19.6695月分 24. 586875月分

勤続25年 28. 0395月分 33. 27075月分 勤続25年 28. 0395月分 33. 27075月分

勤続35年 39. 7575月分 47.709月分 勤続35年 39. 7575月分 47.709月分 1人当たり平均支給額

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分 (平成28年度)

1人当たり平均支給額 21，201千円 l人当たり平均支給額 7， 293千円 22，069千円 18，453千円

(注) 退職手当の 1人当たり平均支給額は、退職者が少ないため過去 5年間の平均額です。

なお、 一般行政職については、平成29年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当(平成30年 4月 1日現在)

支給実績(平成29年度決算見込) 2，800千円

支給職員 1人当たり平均支給年額(平成29年度決算見込) 121，737 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度(支給率)

金 沢 市 3 % 15 人 3 % 

内 灘 町 3 3 

上記 以外の市町 。 33 。
エ 特殊勤務手当(平成30年 4月 1日現在)

支給実績(平成29年度決算見込) 1， 285千円

支給職員 1人当たり平均支給年額(平成29年度決算見込) 44， 308 円

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成29年度見込) 50. 0 % 

手当の種類 (手当数) 3 



平成 30年 9月 28日(金曜日) 石川 県公 報 号 外 17

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 (決平支成算給29実見年績度込)
左記職員に対する

支 車合 単 イ面

地上又は水面上 5m以上の足場

水道用水供給事事業
の不安定な箇所におけるダム、

特殊現場作業手当 の業業務に従 する
橋りょう 、水門等の作業、ダム

993千円 日額 200円 ~1 ， 080円
又は洪水時の取水ダ、ムにおける

企職員
除じん作業、高圧活線作業業等の
特殊な現場における作

用地 取得等
水道用水供給事業

現地において行う用地取得の交
交渉業務手当 の業業務に従事する 渉業務

日額 1，000円
企 職員

夜間水道業務手当
水道事務所に勤務 夜正転に規お、(午保のい後勤守て1行務、0時時わ監報れ視聞翌等にるH水のよ午道業る前機務勤5務器時がの前探運) 292千円 1回 1，000円
する職員

オ時間外勤務手当

支給実績 (平成29年度決算見込) 14，950千円

職員 1人当たり平均支給年額(平成29年度決算見込) 293千円

支給実績 (平成28年度決算) 18， 162千円

職員 1人当たり平均支給年額 (平成28年度決算) 363千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ その他の手当 (平成30年4月 1日現在)

一般行 支給実績
支給 職 員

政職の 一般行政職の制度 1人当たり
手当名 内容及び支給単価

制度と と異なる内容 は官官白 平(決平均成算支29給見年年度込額) 
の異同

0扶養親族のある職員に対し
て下記の区分により支給
-配偶者 6，500円

扶養手当
-子 10，000円

同じ 4，836千円 201，505円
-父母等 6度，500円
-満16歳度の年 始めから満22

歳の年末までの子
1人5，000円加算

住居手当

C場人口ーー 家家家合昔家賃等が居月住額者22， 000円以下町

賃賃 10，額000 円
が月 22， 000円超の場

同じ 4，242千円 326，308円

(家賃 22/ ，O00円)
x 1/ 2 + 12，000円

(最高支給限度額
28， 000円)

0担交通機関を利用し運賃等を
負 している職員

ア運(最全貰1高相額筒支月支当給額給当限たが度6り額Oの，G6支O0D 給額0円0以0円内) 

-運賃相当額が60，000円超
60， 000円

イ 支給方法

支給単の位最期間に応 じ支給支単
位期間 初の月の給料給
日に一括して支給

通勤手当
(支給券単的位かを期間)

同じ 6，749千円 127，348円
-定期済 使用する ことが最
も経 つ合理的な場合・
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定期度券の最長通用期間 (6箇
月限 )に相当する期間
-回数乗車券済等を使用する こ
とが最も経 的かっ合理的な
場合 1箇月間
0交通用具等を使用している
職員

距離に応じて支給
1箇月2 ， 200 円 ~51 ， 100円

0管理又は監督の地位にある
職基員づについて、その特殊性に

いて支給

管理職 I・支給料給額表
手 当 の別に、職務の級及|同じ| 4， 598千円 | 656，902円

び区分に応じて、
用2職5， 000 円 ~137， 700円

再任 員16 ， 800 円 ~115， 900円
0特殊な専門知識を必要とし、

初任給lh採用山 欠員の補 充
調整手当 について特別な事情があると|同じ

認められる職に新たに採用さ
れる職員に対して支給

。伝ににーす支支給勤生活料給給務る事額及のす著業びる所扶地し養域にく不便輯な地に所
勤する職員

特地勤務 手当の合計額
手 当 I の級地に応し |同じ

た支級給割地合を乗じて得た額
1 ff&:!:fu 4 %、 2級地 8%、

3級地12%、4級地16%、5
級地20%、 6級地25%

0深時て勤夜前務)(を午に後10時後勤翌日午前
5 正規の務時間と

夜間勤務|し した時間一て
手 当時間外勤務手当と同様の計算、|同じ | 1，062千円 | 96，588円

により支給
-害IJ増率 25/100 

0正日及規びの勤特務別休時暇間以外の時間、
O正規の勤務時間以外の時間、 休，、 日において、
休日及び特別休暇日において、 本来の勤務に従事しないで行

イ百 本来の勤務に従事しないで行 フ庁舎、設備、備品、書類等
日直 I う機器等の監視勤 管理を目的 の保全、外部との連絡、文書

手 当 とする宿日直義を命ぜられ異なるの収受及び庁内の野信目| 1， 760千円 | 92，641円

た職勤員務に支給 的とする宿日直勤 ら
時間に応じて れた職員に支給1 回2 ， 475円 ~4， 950円 -勤務施設、用務内容及び勤

務時間に応じて
1回2，100円 ~30 ， 000円

0毎年11月から翌年3月まで
の各月の初日において寒冷地

寒冷 地|域等に在勤する職員に支給
手 当 ・職員の世帯等の状況に応し |同じ | 234千円 | 39，000円

て
月額7，360円 ~17 ， 800円
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0公署を異にする異動等によ
り住居を移転し、やむを得な
い事情により配偶者と別居す
ることとなった職員で、異動
等の前の住居から通勤す者るこ

単身赴任 とが単困難身と認められる のう
ち、 で生活することを常

手当 況とする職員に支給
-月額30，000円
(職員の住居と配偶者の住

居との0距krn離)(交通距離100~2 ， 50 に応じて月額8 ， 000円 ~70 ， 000円加算)
0管理職手当を支給されてい
る職員が、 (1)臨時又は祝緊営急の
必要その他の公務の運 の必
要により、週休日又は 日法

による休日若務しくは年末、(年2)始災

管理職員
の休日に勤 した場合
害への対処その他臨時又は緊

特別勤務 急、の必要により週休日等以外

手 当
の日の午前O時から午前5時
までの聞に勤務した場合に支
給
-管時理職手当支給区分及び勤
務 務聞に応じて
勤 1回あたり3 ， 000 円 ~18， 000円

5 勤務時間その他の勤務条件の状況

(1) 勤務時間の状況

同じ

同じ

職員の勤務時間は、原則として次のとおりです。

372千円 372，000円

なお、本庁及び一部の出先機関においては、通勤混雑の緩和等を図るため時差通勤を実施しています。

勤務時間

休憩時間

(注) 公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職員 (病院、各種施設、学校、警察本部

等)は、上記以外の勤務時間の割振りによります。

(2)休暇の取得状況

職員の主な休暇は、次のとおりです。

なお、職員の休暇は、石川県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例(昭和32年石川県条例第38号)及

び石川県職員及び石川県学校職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する規則(昭和32年石川県人事委員会規則第

4号)により定められています。

区 分 期 間
平成29年(度)の取得状況

知事部局等 教育委員会 警察本部

年 次 休 H隈 1暦年につき20日
平均取得日数 平均取得日数 平均取得日数

8. 9日 10. 1日 7.813 

夏 季 休 H段 1暦年につき 5日以内
平均取得日数 平均取得日数 平均取得日数

4. 5日 4.8日 4.8日

ボランティア休暇 1暦年につき 5日以内 取得者 6人 取得者 5人

家族の看護休暇
原則、 1暦年につき 5日

取得者 489人 取得者 1，219人 取得者 229人
以内

コ円ーだ ノl日し 時 間 1日2回各45分以内 取得者 55人 取得者 23人 取得者 5人

病 え%: 休 H段 原則、 90日以内 取得者 124人 取得者 440人 取得者 34人

介 護 休 日段 6月以内 取得者 1人 取得者 17人 取得者 0人

(注) 病気休暇及び介護休暇の取得者数は、平成29年度に休暇を開始した者の人数です。
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6 休業に関する状況

職員の休業制度は、次のとおりです。

なお、職員の休業制度は、地方公務員の育児休業等に関する法律(平成 3年法律第110号)等の法律、条例及び

規則により定められています。

(1) 育児休業等の取得状況

区 分 期 問
平成29年度の取得状況

知事部局等 教育委員会

育 ノl日し 休 業 子が 3歳に達する 日まで 109 
人

音日 分 休 業
子が小学校就学の始期に

39 
達する日まで

育児短時間勤務
子が小学校就学の始期に

12 
達する日まで

(注) 育児休業等の取得者数は、平成29年度に休業等を開始した者の人数です。

(2) 修学部分休業等の取得状況

222 

17 

4 

人

分 期 問
平成29年度の取得状況

区
知事部局等 教育委員会

修 学部分 休業 2年以内 l 
人

定年から 5年減じた年齢

高齢者部分休業 に達した日の属する年度

の翌年度4月 1日以降

大学等課程の履修原則

自己啓発等休業 2年以内 2 

国際貢献活動 3年以内

配偶者同行休業 3年以内

(注) 修学部分休業等の取得者数は、平成29年度に休業を開始した者の人数です。

7 分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分の状況

人

警察本部

19 
人

11 

警察本部
人

l 

地方公務員法では、勤務成績が良くない場合、心身の故障により職務遂行に支障がある等の場合、職に必要な

適格性を欠く場合又は職制等の改廃等により過員等を生じた場合のいずれかに、職員が該当するときは、分限処

分として、その意に反して、職員を降任し、又は免職することができることになっています。

また、心身の故障のため、長期休養をする場合又は刑事事件に関し起訴された場合のいずれかに、職員が該当

するときも、分限処分として、その意に反して、職員を休職することができます。

平成29年度における分限処分の状況は、次のとおりです。

区 分 降 任 免 耳哉 休 耳哉 降 *、4口 言十

知事部局等 人 2 人 26 人 人 28 人

教育委員会 70 70 

警 察 本 音日 7 7 

言十 2 103 105 

(2) 懲戒処分の状況

地方公務員法では、職員が、法令に違反した場合、職務上の義務に違反した場合又は職務を怠った場合若しく

は全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合には、懲戒処分として戒告、減給、停職又は免職の処分

をすることができることになっています。
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平成29年度における懲戒処分の状況は、次のとおりです。

区 分 戒 告 1減 小;'1>.口 停 耳哉 免 耳哉 言十

知事部局等
人 人 人 人 人

教育委員会 l 1 2 4 

警 察 本 膏E l 2 3 

言十 2 2 1 2 7 

8 服務の状況

(1)職務に専念する義務の免除

職員には、その勤務時間中において、職務に専念する義務(地方公務員法第35条)がありますが、法律又は条

例に特別の定めがある場合は、その免除が認められています。

平成29年度における職務専念義務免除の状況は、次のとおりです。

職務専 念義務 免除理由

研修を受ける場合

(教育公務員特例法(昭和24年法律第 1号)第22条第 2項に規定する場

合等)

厚生に関する計画の実施に参加する場合(健康管理事業等への参加)

職員団体の代表者として、当局と交渉を行う場合

勤務条件に関する措置を要求し、又はその審理に出頭する場合

国又は地方公共団体の公務員としての職若しくは、その他の団体の役員

としての職を兼ね、その職に属する事務を行う場合

県が設立に参画し、その運営に当たって必要な援助を与えることとされ

ている公社、団体等の職員を兼ね、その職に属する事務を行う場合

人事委員会が特に適当と認める場合(国民体育大会への参加等)

計

(注) 教育委員会の項の件数には、県費負担教職員の数は含まない。

(2) 営利企業等の従事に関する許可

平成29年度の免除件数

知事部局等 教育委員会 警察本部
件 件 件

204 3 

2， 164 1，571 1，031 

106 20 

10 

169 9 

8 55 1， 183 

2，447 1，869 2，217 

職員は、地方公務員法第38条第 1項及び第 2項の規定に基づき、その職員の占めている職位と当該業務との聞

に特別な利害関係又はその発生のおそれがなく、かっ、その業務に従事しでも職務の遂行に支障がないと認める

場合その他地方公務員法の精神に反しないと認められる場合に限り、任命権者の許可を得て、営利を目的とする

私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員等の地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業

を営み、又は報酬を得て他の事業若しくは事務に従事することができます。

なお、平成29年度の許可件数は、次のとおりです。

知事部局等

27 件

教育委員会

37 件

(注) 教育委員会の項の件数には、県費負担教職員の数は含まない。

9 退職管理の状況

警察本部

1 件

地方公務員法が一部改正(平成28年4月 1日施行)され、職員の退職管理に関する規定が設けられたことに伴い、

再就職状況の届出等について定めた条例を制定したほか、職員の退職管理の適正を確保し、職務の公正な執行及び

公務に対する県民の信頼を確保していくため、以下の取り組みを行っています。

(1) 地方公務員法における規制概要

再就職者が、離職前の職務に属する契約等事務(契約のほか、許認可等の行政手続法第 2条第2号に規定され

る処分を含む。)について、職員に対して依頼等を行うことが禁止されています。

依頼等は、原則として離職前 5年間の職務に属する契約等事務のうち再就職先等と関連があるものについて、

離職後 2年間禁止されており、違反した場合には、刑事罰等が科されます。
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なお、離職前に部長の職にあった者は、部長に就任して以降の職務に属する契約等事務が規制の対象となって

います。

(2) 条例等における規制概要

地方公務員法による規制に加え、条例等により 以下の規制を導入しています。

O離職前に課長以上で、あった元職員に対して、課長以上の職に就任して以降の職務に属する契約等事務のうち再

就職先等と関連があるものについて、離職後 2年間、依頼等を行うことを禁止

O離職前lこ課長以上で、あった元職員で、あって、離職後 2年経過していない者 (離職後に県に再度任用される者等

を除く 。)に対して、再就職状況の届出を義務付け

0元職員から届出のあった内容については、取り まとめて、県のホームページにおいて公表

10 研修の状況

職員の資質及び能力の向上を図り、行政需要に的確に対応できる職員を養成し、もって効率的で県民に信頼され

る行政の推進に資することを目的に、次のとおり研修を実施しています。

平成29年度職員研修実施状況

(1) 知事部局等

区 分 内 訳(主なもの)

政策形成研修、中堅女性職員キャリア支援研修、若手女性職員キャリア形成支援研修、
能力開発研修

実践交渉力向上研修、図解表現力向上研修、説明力向上研修、仕事効率化研修

階層別研修
初任者研修、 3年目職員企画立案研修、 5年目 ・10年目キャ リアデザイン研修、新任

係長研修、新任課長補佐研修、新任課長研修、再任用職員研修

ナレッジ研修
法制執務講座、公益法人会計講座、はじめての予算・決算担当者実務講座、はじめて

の議会用務担当者実務講座

情報化研修 情報セキュリティ研修、 Word研修、 Exce1研修、ホームページ担当者・責任者研修

派遣 研修 自治大学校派遣研修、専門技術派遣研修、海外派遣研修、民間企業等長期派遣研修

言十

(2) 教育委員会

区 分 内 訳(主なもの)

初任者研修 学習指導、学級経営、児童生徒理解、ふるさと教育、人権教育 等

基 幼稚園等新規採用
幼稚園等の新規採用教員に対する研修

教員研修

本 初任者フォローア 学級経営、小学校理科及び外国語活動、中・高・特学習指導 (2年目)

ップ研修 児童生徒理解、 小・中・高・特学習指導、授業研究 (3年目)

研 5年経験者研修 児童生徒理解、学級経営、公開授業、人権教育

10年経験者研修
教育公務員の服務、教科指導等、生徒指導等、学級経営、キャリア教育、学

修
校組織マネジメント、人権教育

20年経験者研修 教育公務員の服務、生徒指導、学校組織マネジメント、授業研究

管理職研修 校長研修、副校長研修、教頭研修

E 研修

主任等研修 教務主任研修、生徒指導主事研修、新任主任等研修

担当者研修
外国語教育指導者研修、体育実技指導者研修、特別支援教育担当者研修、健

康・安全教育担当者研修、複式教育担当者研修、道徳教育推進教師研修

受講者の
延べ人数

人

1， 087 

1，418 

248 

480 

31 

3， 264 

受講者の
延べ人数

4， 576人

251 

1，405 

920 

754 

227 

487 

1， 308 

1， 170 



平成 30年 9月 28日(金曜日) 石川 県公 報 号

小学校 ・特別支援学校(小学部)、中学校 ・特別支援学校(中学部)、高等学

課 教科等指導研修
校・特別支援学校(高等部)、ステップアップ研修(全48講座)

題 (※中学校外国語科教員指導力・英語力向上セミナー)

選 教科等専門研修 (12講座)

択 学級経営、生徒指導、特別支援教育、情報教育・ ICT活用、コミュニケー

研 ション、健康 ・安全教育、特定課題、子どもの思いを受けとめる教師の対応
修 今日的課題研修

力向上研修、発達障害ニーズ別研修、相互理解を大切にした対応力向上研修、

いしかわの里山里海発見(全22講座)

来融カ上向R 

学校マネジメント
小学校、中学校、県立学校(高等学校、特別支援学校) (3講座)

力養成研修

教科指導リーダー
小学校(国語・社会・算数・理科・外国語)、中学校(国語・社会・数学・

研修
理科・外国語)、高等学校(国語 ・地歴公民・数学・理科 ・外国語)、特別支

養成研修
援学校(小学部 ・高等部) (4講座)

派遣研修 産業教育等研修、企業等派遣研修、中央派遣研修 (29講座)

特別研修
長期継続研修 カウンセラー教員養成研修、金沢大学連携ゼミナール研修 (7講座)

指導改善研修 指導改善のための 1年間の研修

講師等研修 服務、教科指導等

木曜ミニセミナー 初任者研修のある木曜日に実施

校内研修サポート
学習指導サポート、生徒指導・教育相談サポート、いじめ対策サポート、特

別支援教育サポート、情報教育サポート、教材開発サポート

言十

(3) 警察本部

区 分 内 訳

警察運営科、 警部任期科、研究科、課長補佐任期科、教官養成科、専科、指
警 察 大 AザdーL 校

定職種任用科、国際警察センタ一、法科学研修所等

管 区 中部管区 警部補佐用科、巡査部長任用科、係長任用科、主任任用科、専科

警察学校 その 他 専科

石 川 県警察学校 初任科、初任補修科、一般職員初任科、専科等

マネジメン ト研修 企業派遣研修

言十

11 職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 厚生制度の状況
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1， 395 

2，982 

99 

105 

162 

49 

4 

669 

211 

8，882 

25， 656 

受講者の
延べ人数

人

103 

130 

44 

613 

2 

892 

公務能率の向上を図るため、職員の健康管理等の厚生事業を実施しており、平成29年度の状況は、次のとおり

です。

分区 対 象 者等
実 施 状 況

主な 項 目
知事部局等 教育委員会 警察本部

健康管理事業

定期健康診 断 ノゴ¥ユ 可能 員 3， 167 人 2， 240 人 1，256 人

特殊業務従事者健康診断 特殊業務従事者 1，885 758 

各種生活習慣病健康診断 希 望 耳音t 員 4，017 1， 732 

各種健康 管理 研修 指 F疋4ー， 耳裁 員 等 302 242 512 

そ
の 生涯生活設計セミナー 指 定 年 齢 1哉 員 81 124 287 
イ也

(注) 健康管理事業における教育委員会の項の職員数には、県費負担教職員の数は含まない。
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(2) 共済組合制度の状況

社会保険制度の一環 として相互救済による共済組合制度を実施してお り、 平成29年度の主な事業の状況は、次

のとおりです。

この財源は、職員 (組合員)の掛金と事業主である地方公共団体の負担金で賄われています。

保健事業

号報公県) 11 石平成 30年 9月 28日(金曜日)24 

ア

主な項 対象 者
実 施 状 況

目
地方職員共済組合 公立学校共済組合 警察共済組合

人 間 ド ツ ク 希望 職 員等 2， 225人 3，518人 1， 070人

女性がん検診 希望 職 員 98人 1，976人 99人

保養所等 利 用 助 成 職員 、 家族 52件

給付事業

区
Jn4 口 {寸 の 状 況

主な内容 地方職員共済組合 公立学校共済組合 警察共済組合
分

件 数 金 額 件 数 金 額 件数 金 額

保健給付

療 養の給 付 件 千円 イ十 千円 件 千円

高額療 養費 96，876 1， 058， 667 187， 138 2，068，628 55， 306 648， 771 

出 産 費

休給 傷病 手当金

業付
1，000 161， 799 2，501 445，496 296 44，089 

育児休業手当金

災給
災害見 舞金 410 l 

害付

力附給付等日

出 産 費 附力日 金

傷病手当金附加金
865 32，470 2， 166 67，833 495 21， 510 

一部負担金払 戻

家族 療養費

言十 98，741 1， 252， 936 191，806 2， 582， 367 56，097 714，370 

イ

公務災害の認定状況

職員が公務遂行中及び通勤中に負傷したり 、公務が原因となって発症した疾病など公務上の災害と して認定し

た平成29年度の件数は、次のとおりです。

(3) 

部

30件

本察警教育 委員 会

63件

3件

知事部 局等

19件

3件

分
一
認
一
認

一害

一
害

区

務災

勤災

定
一
定

公

通
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H 人事委員会の業務の状況

人事委員会から報告された平成29年度の業務の状況について公表します。

1 職員の競争試験及び選考の状況

(1)職員採用候補者試験の状況

ア 職員採用候補者試験の実施日程(平成29年 4月 1日から平成30年 3月31日まで)

試験名 試験公告 受付期間
試験の実施期日及び場所

第 1次 試験 第 2次試験

7月26日

7月27日

5月17日 6月25日
7月31日

大学卒 程度 5月17日 (県立金沢二ぷ高校)
8月 1日

(中央大学理工学部)
8月 2日

5月31日
8月 3日

8月4日

(県庁舎)

7月31日 9月24日

職務経験者 (県立金沢泉丘高校)
11月10日

7月4日
(県庁舎)

8月29日 (都道府県会館)

両校・短大卒程度
7月31日 9月24日

短大卒程度
7月4日 (県立金沢泉丘高校)

10月27日

臨床 検 査技師
8月29日 (県立七尾高校)

(県庁舎)

小中学校栄養職員

7月31日
11月22日

身体障害者対象
10月22日

7月4日
(社会福祉会館) (県庁舎)

8月29日

7月 9日

(県立工業高校)
8月21日

5月24日

警 察 官 (明治大学中野キャンパス)
8月22日

A 5月17日

6月14日 7月15日
8月23日

(県警察学校)
(県庁舎)

9月17日

7月31日 (県立金沢西高校) 10月25日

警 察 官 B 7月4日 (県立七尾東雲高校) 10月26日

8月29日 9月23日 (県庁舎)

(県警察学校)

号 外 25

1次合格 最終合格

発 表 発 表

7月19日 8月21日

10月26日 12月 5日

10月13日 11月20日

11月13日 12月 5日

8月 1日 9月 8日

10月13日 11月20日
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イ 職員採用候補者試験の実施結果

採用 第 1 次試験 第 2次試験

最終A 格数者口

最

予定 申 申 戸JζL 戸JζL i口斗 3戸ζえ J戸え1. 終

人員
込 込 験者 験 格者

次
験者 験 {吾

試験 名 試験区分 者 倍 倍
(公告時) 数 率 数 率 数 竿戸+ー 数 率 率

式 a b b/a c c/b d c/d e e/d f c/f 

単位 人程度 人 人 % 人 イ音 人 % 人

行 政 60 450 7.5 342 76. 0 91 3.8 84 92. 3 72 4. 8 

寸"""'与 せ3エ±ご 員 l 21 21. 0 12 57. 1 4 3. 0 41 100.。 1 1 12.0 

'し、 理 l 6 6. 0 4 66. 7 2 2. 0 21 100.。 l 4. 0 

精 神 保 健福 祉 士 1 2 2.0 21 100.。 2 1.0 21 100.。 1 2. 0 

福 祉 l 4 4.0 25.0 l 1.0 11 100.0 l 1.0 

農学(農業・畜産) 10 39 3.9 28 71. 8 19 1.5 17 89. 5 11 2. 5 

林 λザ'-'ー与 5 17 3.4 11 64. 7 8 1.4 7 87.5 5 2. 2 

水 産 1 6 6. 0 4 66. 7 3 1.3 31 100.0 1 4. 0 

総 i口』 土 木 18 41 2. 3 31 75.6 25 1.2 24 96.0 20 1.6 

大学卒程度 建 築 3 8 2. 7 6 75.0 3 2. 0 2 66. 7 2 3. 0 

造 園 1 4 4.0 2 50. 0 l 2. 0 1 1 100.0 1 2. 0 

機 械 1 3 3. 0 33.3 l 1.0 11 100.。。
電 たス<i.. 1 6 6. 0 5 83.3 3 1.7 31 100.。 1 5. 0 

総 i口k 化 Aザ'-'ーL 2 17 8. 5 16 94. 1 6 2. 7 5 83. 3 4 4. 0 

薬 戸寸且;: 3 9 3. 0 91 100.。 7 1.3 71 100.。 5 1.8 

イ呆 健 師 5 17 3.4 16 94. 1 10 1.6 10 100.。 6 2. 7 

管理栄養士 l 18 18. 0 17 94.4 3 5. 7 31 100.0 1 1 17.0 

警 察 Jし、 理 1 14 14.0 12 85. 7 3 4. 0 31 100.。 11 12.0 

言十 116 682 5. 9 519 76. 1 192 2. 7 179 93.2 134 3. 9 

1T 政 10 169 16.9 144 85.2 16 9. 0 16 100.。 81 18.0 

農 学(農業) 2 14 7.0 14 100. 0 4 3. 5 41100.0 3 4. 7 
職務経験者

総 」口〉、 士 木 3 15 5. 0 8 53.3 6 1.3 5 83. 3 l 8. 0 

言十 15 198 13. 2 166 83.8 26 6.4 25 96.2 12 13. 8 

千子 政 8 87 10.9 82 94. 3 20 4. 1 20 100.。12 6. 8 

高校 ・短大 小中学校事務職員A 4 36 9. 0 34 94.4 9 3.8 8 88.9 4 8. 5 

卒程度 小中学校事務職員B 3 25 8. 3 21 84. 0 6 3. 5 61 100.0 3 7.0 

言十 15 148 9.9 137 92. 6 35 3. 9 34 97. 1 19 7. 2 

短大卒程度 総 l口』 土 木 2 10 5. 0 6 60. 0 4 1.5 41100.0 3 2. 0 

臨 床 検 査 技 師 2 8 4.0 7 87.5 4 1.8 41100.0 4 1.8 

小 中学校栄養職 員 1 27 27.0 26 96. 3 3 8. 7 31 100.。 1 1 26. 0 

身体障害者 イ'丁ー 政 1 5 5. 0 5 1 100. 0 4 1.3 2 50.0 1 5. 0 

警 察 r白」一一， A 44 293 6. 7 217 74. 1 116 1.9 89 76. 7 44 4. 9 

警察官A(武道指導) l 3 3. 0 31 100.。 2 1.5 21 100.。 l 3. 0 
警察 官 A

女性警察 官 A 7 77 11. 0 54 70. 1 25 2. 2 23 92.0 13 4. 2 

言十 52 373 7.2 274 73.5 143 1.9 114 79. 7 58 4. 7 

警察 官 B ※ 25 126 5. 0 108 85. 7 68 1.6 64 94. 1 29 3. 7 

警察官B(武道指導) l 。。。。
警察 官 B

女性警察 官 B 4 50 12. 5 38 76. 0 14 2. 7 12 85. 7 7 5. 4 

言十 30 176 5. 9 146 83.0 82 1.8 76 92. 7 36 4. 1 

メ口与 言十 234 1，627 7.0 1，286 79. 0 493 2. 6 441 89. 5 268 4. 8 
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(注) ※については第 1志望が石川県の者についての数値です。

(2) 職員の選考採用の状況

平成29年度における職員の選考採用の状況は次のようになります。

号

ア 職員の任用に関する規則(昭和27年人事委員会規則第4号)第 5条第 1号から第 7号まで関係

職
選 考 人 員

知事部局等 教育委員会 警察 本部

音日 長 級 l 人 人 人

五且 課 長 級 l 4 

織 担当課長級 2 

上 課長補佐級 2 7 

の 係 長 級 6 7 1 

地 主 任 主 事 l 
位 主 事 l 2 

技 師 l 

警 視 l 

官警察 警 部 6 

警 膏日 ネ甫 7 の

級階 巡 査 苦:~ 長 6 

巡 査 5 

計 15 21 26 

イ 職員の任用に関する規則第 5条第8号から第11号まで関係

職
選 考 人 員

知事部局等 教育委員会 警 察本部

医 師 26 
人 人 人

獣 医 師 3 

看 護 師 24 

助 産 師 l 

臨床 工学技士 2 

作 業 療 法 士 l 

産 業 意 匠 l 

研 究 員 (機 械) l 

研 究 員 ( 電 気 ) l 

研 ザ'zjしn 員 ( 化 学) l 

診療放 射 線技 師 3 

歯 科 衛 生 土 l 

薬 剤 師 2 

三直正ヨ 産 l 

司 書 2 

機 関 士 l 

航 海 士 l 

ヘリコプ ター 操縦士 1 

計 71 2 

(注) 医師については、委任を受けた任命権者が実施しています。

外 27

言十

l 人

5 

3 

9 

14 

1 

3 

1 

l 

6 

7 

6 

5 

62 

言十

26 
人

3 

24 

1 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

3 

l 

2 

l 

2 

1 

l 

1 

73 
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2 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

石川県人事委員会では、平成29年10月17日、石川県議会議長及び石川県知事に対し、次のとおり給与、勤務時間

その他の勤務条件に関する報告及び勧告を行いました。

(報告及び勧告全文については、石川県人事委員会ホームページに掲載しであります。)

(1) 平成29年 4月の公民の給与較差に基づく給与改定分

ア (月 例 給) 民間給与が職員給与を上回っていることから、現行の給料表と比較し、国家公務員の

イ

ウ

(期末 ・勤勉手当)

(実 施時期)

(2) 今後の検討課題(報告)

俸給表が上回る部分について給料表の水準を引き上げるとともに、諸手当を改定(平

均改定率0.22%)

年間支給割合の引上げ (0.1月 :4.30月分→4.40月分)

平成29年4月 1日から実施(期末・勤勉手当は同年12月 1日)

ア 人材の確保及び人材育成

イ 仕事と生活の両立支援(ワーク・ライフ・バランスの推進)

ウ メンタルヘルス対策の推進等

エ長時間労働の是正等

オ高齢期の雇用問題

カ 臨時 ・非常勤職員の任用等

キ教員給与の見直し

3 勤務条件に関する措置の要求の状況

平成29年度における係属件数はありません。

4 不利益処分に関する審査請求の状況

平成29年度における係属件数はありません。

( 1箇月 2，350円送料と も) 発行人 干920-8580 石川県金沢市鞍月 1丁目 1番地 石川県

印刷所 干92卜8002 石川県金沢市玉鉾4丁目 166番地 側共栄 TEL(076) 292-2236 


